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資料１

突風等短時間予測情報利活用検討会
について



2利活用検討会としては終了

利活用検討会における検討の概要

第１回検討会（平成19年7月12日）
気象庁が平成19年度末からの発表を検討している「突風に関する府県気象情報(案)」について、その内容、伝

達及び利活用促進のための広報に係るご助言をいただく。

第２回検討会（平成19年11月29日）
第１回利活用検討会や聞き取り調査の結果を踏まえた、平成19年度末発表開始の「突風に関する府県気象情
報」について、その内容、利用形態、伝達、広報等案について確認及び助言をいただく。また、平成22年度から
提供開始を検討している「突風等短時間予測情報（仮称）」の準備の進め方についてご意見をいただく。

聞き取り調査
気象庁が平成19年度末発表開始を計画している文章形式の「突風に関する府県気象情報」、平成22年度末発表開始を計画している

「突風等短時間予測情報（仮称）」について、関係機関を対象に、内容、伝達、利用方法に係る聞き取り調査を行う。

平成19年度

（その後は、適宜ご助言を・・・）

検討会を３回程度開催予定
気象庁が平成22年度からの提供を検討している「突風等短時間予測情報（仮称）」について、具体的な利用・伝
達の方法、利用上の注意等に係るガイドラインの策定を目途にご検討いただく。

平成20年度

第３回検討会（平成20年2月22日）
平成19年度検討した結果と気象庁の業務化に向けた取り組み状況を整理するとともに、平成20
年度利活用検討会等今後の取り組み計画について確認及び助言をいただく。

本日
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第一回 利活用検討会での主な議論

気象庁ホームページ掲載 議事概要より
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第二回 利活用検討会での主な議論

気象庁ホームページ掲載 議事概要より
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本日ご検討いただくポイント

平成20年3月26日から開始する
「竜巻注意情報」

・「竜巻注意情報」の伝達や利用方法など、最新情勢を含めて、
１年間の総まとめを気象庁より報告。

・委員各位から、主に、伝達、利用、広報について、関連事項
の紹介や指摘事項等を頂く。

平成22年度に向けた
今後の取り組み

委員各位から、平成20年度の計画について助言を頂く。
・平成20年度に検討会を設置し、平成22年度から開始する格子分布
の予測情報について、利用上の留意点や利用例等の検討を行う計画。
・検討結果は、ガイドラインとしてまとめ、年度末に公表する計画。



参考資料参考資料
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■平成18年4月 突風等短時間予測情報の発表開始に向けた技術開発について気象庁内の体制を構築

平成22年度平成22年度

竜巻等激しい突風に関する気象情報に係る経緯と今後

■雷注意報及び気象情報のなかで、適宜、雷、突風等に警戒を呼びかけてきた。

山形県で顕著な突風発生

平成18年9月17日 宮崎県で竜巻発生、延岡市で死者３名

平成18年11月7日 北海道で竜巻発生、佐呂間町で死者９名

平成18年度平成18年度

平成17年12月25日

内閣府は、関係省庁による「竜巻等突風対策検討会」を設置
対策取り組み状況の整理、有識者ヒアリング、米国状況調査を実施

■平成19年3月までに、仙台・新潟・名古屋の各気象レーダーをドップラー化

■平成20年3月までに、釧路・函館・松江・室戸岬・福岡・種子島・沖縄の各気象レーダーをドップラー化（計画）

平成19年度平成19年度

平成20年度平成20年度

■平成18年3月 東京気象レーダーをドップラー化

■突風等短時間予測情報利活用検討会（初年度目）を開催
平成22年度からの予測情報に先駆けて発表を開始（平成20年3月）する新たな府県気象情報（竜巻注意情報)の
内容、発表形式等について検討

■突風等短時間予測情報利活用検討会（２年度目）を開催（計画）
平成22年度からの予測情報について、提供開始当初から防災効果を踏まえた天気解説や防災端末の構築が
なされるよう、利用上の留意点や利用例等について検討を行い、ガイドラインとして公表

■平成18年2月 顕著な突風・雷・短時間強雨を対象とした新たな情報提供に向け、必要な技術開発を行う方針を打ち出す

■平成19年１月 突風等短時間予測情報の発表開始に向けた気象庁内の準備体制を構築

多様な利用が可能な数値データ形式の突風等短時間予測情報の提供開始（計画）

新規に、文章形式による「竜巻注意情報」の提供開始（計画）

既存の気象情報に、「竜巻など激しい突風のおそれ」のキーワードを付した発表を開始（計画）

内閣府は、関係省庁による「竜巻等突風対策検討会」の検討結果を中央防災会議に報告
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第20回中央防災会議（平成19年6月21日）内閣府説明資料
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